
議案第  号 

宝塚市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市市税条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

令和３年（２０２１年）５月  日提出 

宝塚市長 山 﨑 晴 恵 

 

宝塚市条例第  号 

   宝塚市市税条例等の一部を改正する条例 

 （宝塚市市税条例の一部改正） 

第１条 宝塚市市税条例（昭和２９年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第２５条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除対象扶養

親族に限る。以下この項及び附則第４条の３第１項において同じ。）」を加える。 

第３７条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満の者に限

る」に改める。 

附則第４条第１項中「又は法人税法第８１条の２４第１項の規定により延長された法

第３２１条の８第４項に規定する申告書の提出期限」を削り、同条第２項中「又は法第

３２１条の８第４項に規定する連結法人税額の課税標準の算定期間」を削る。 

附則第５条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

附則第９条の２第３項を削り、同条第４項中「附則第１５条第１９項」を「附則第

１５条第１６項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第５項中「附則第１５条第２６

項」を「附則第１５条第２３項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「附則

第１５条第２７項第１号」を「附則第１５条第２４項第１号」に改め、同項を同条第５

項とし、同条第７項中「附則第１５条第２７項第２号」を「附則第１５条第２４項第２

号」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第２７項第３号」を

「附則第１５条第２４項第３号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項中「附則

第１５条第２８項第１号」を「附則第１５条第２５項第１号」に改め、同項を同条第８

項とし、同条第１０項中「附則第１５条第２８項第２号」を「附則第１５条第２５項第

２号」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中「附則第１５条第３０項第１号

イ」を「附則第１５条第２７項第１号イ」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第

１２項中「附則第１５条第３０項第１号ロ」を「附則第１５条第２７項第１号ロ」に改



め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「附則第１５条第３０項第１号ハ」を「附

則第１５条第２７項第１号ハ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１４項中「附

則第１５条第３０項第１号ニ」を「附則第１５条第２７項第１号ニ」に改め、同項を同

条第１３項とし、同条第１５項中「附則第１５条第３０項第２号イ」を「附則第１５条

第２７項第２号イ」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項中「附則第１５条

第３０項第２号ロ」を「附則第１５条第２７項第２号ロ」に改め、同項を同条第１５項

とし、同条第１７項中「附則第１５条第３０項第２号ハ」を「附則第１５条第２７項第

２号ハ」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１８項中「附則第１５条第３０項第

３号イ」を「附則第１５条第２７項第３号イ」に改め、同項を同条第１７項とし、同条

第１９項中「附則第１５条第３０項第３号ロ」を「附則第１５条第２７項第３号ロ」に

改め、同項を同条第１８項とし、同条第２０項中「附則第１５条第３０項第３号ハ」を

「附則第１５条第２７項第３号ハ」に改め、同項を同条第１９項とし、同条第２１項中

「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３０項」に改め、同項を同条第２０項と

し、同条第２２項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同

項を同条第２１項とし、同条第２３項中「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第

３５項」に改め、同項を同条第２２項とし、同条第２４項を削り、同条第２５項中「附

則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同項を同条第２３項とし、

同項の次に次の１項を加える。 

２４ 法附則第１５条第４６項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とす

る。 

附則第９条の２第２６項を同条第２５項とし、同条第２７項を同条第２６項とする。 

（宝塚市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 宝塚市市税条例等の一部を改正する条例（令和２年条例第２３号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条のうち、第５０条第１０項を改正し、同項を同条第９項とする改正規定中「第

３２１条の８第５２項」を「第３２１条の８第６０項」に、「同条第５２項」を「同条

第６０項」に改め、同条第１６項を改正し、同項を同条第１５項とする改正規定中「第

３２１条の８第６１項」を「第３２１条の８第６９項」に改める。 

第１条のうち、第５１条第４項の改正規定中「「又は第３１項」に」の次に「、「第

４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」に」を加える。 



第１条のうち、第５２条第４項から第６項までを削る改正規定中「第５２条第４項」

を「第５２条第３項中「第４８条の１５の５第４項」を「第４８条の１５の４第４項」

に改め、同条第４項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

(１) 第１条中宝塚市市税条例附則第５条の改正規定 令和４年１月１日 

(２) 第１条中宝塚市市税条例附則第４条第１項及び第２項の改正規定 令和４年４月

１日 

(３) 第１条中宝塚市市税条例第２５条第２項及び第３７条の３の３第１項の改正規定

並びに次項の規定 令和６年１月１日 

(４) 第１条中宝塚市市税条例附則第９条の２第２５項を同条第２３項とし、同項の次

に１項を加える改正規定（第２４項に係る部分に限る。）及び附則第５項の規定 特

定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第●●号）の施

行の日又はこの条例の施行の日のいずれか遅い日 

（市民税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の宝塚市市税条例（附則第５項において「新条例」という。）

第２５条第２項及び第３７条の３の３第１項は、令和６年度以後の年度分の個人の市民

税について適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

３ 平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までの間に取得した地方税法等の一部を

改正する法律（令和３年法律第７号。附則第５項において「改正法」という。）第１条

の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」と

いう。）附則第１５条第８項に規定する雨水貯留浸透施設に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

４ 生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）の施行の日から令和３年３月３１

日までの間に取得した旧法附則第１５条第４１項に規定する機械装置等に対して課する

固定資産税については、なお従前の例による。 

５ 新条例附則第９条の２第２４項の規定は、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改



正する法律の施行の日以後に取得した改正法第１条の規定による改正後の地方税法附則

第１５条第４６項各号に規定する雨水貯留浸透施設に対して課する令和４年度以後の年

度分の固定資産税について適用する。 

 



議案  号 

   宝塚市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)新旧対照表（第1条による改正関係） 

※この新旧対照表中附則第4条の規定は、宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)に、宝塚市市税

条例等の一部を改正する条例(令和2年条例第23号)が溶け込んだものを現行として作成していま

す。 

現行 改正案 

(個人の市民税の非課税の範囲) (個人の市民税の非課税の範囲) 

第25条 (略)  第25条 (略)  

2 法の施行地に住所を有する者で均等割の

みを課すべきもののうち、前年の合計所得

金額が35万円にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族              

                   

            の数に1を加え

た数を乗じて得た金額に10万円を加算した

金額(その者が同一生計配偶者又は扶養親

族を有する場合には、当該金額に21万円を

加算した金額)以下である者に対しては、均

等割を課さない。 

2 法の施行地に住所を有する者で均等割の

みを課すべきもののうち、前年の合計所得

金額が35万円にその者の同一生計配偶者及

び扶養親族(年齢16歳未満の者及び控除対

象扶養親族に限る。以下この項及び附則第4

条の3第1項において同じ｡)の数に1を加え

た数を乗じて得た金額に10万円を加算した

金額(その者が同一生計配偶者又は扶養親

族を有する場合には、当該金額に21万円を

加算した金額)以下である者に対しては、均

等割を課さない。 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の

扶養親族申告書) 

第37条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第 

203条の7の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、扶養親族(控除

対象扶養親族を除く。)を有する者(以下この

条において「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申告書の

提出の際に経由すべき所得税法第203条の6

第1項に規定する公的年金等の支払者(以下

この条において「公的年金等支払者」とい

う。)から毎年最初に公的年金等の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、市長

に提出しなければならない。 

第37条の3の3 所得税法第203条の6第1項の

規定により同項に規定する申告書を提出し

なければならない者又は法の施行地におい

て同項に規定する公的年金等(所得税法第 

203条の7の規定の適用を受けるものを除く。

以下この項において「公的年金等」という。)

の支払を受ける者であって、扶養親族(年齢 

16歳未満の者に限る。)を有する者(以下この

条において「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申告書の

提出の際に経由すべき所得税法第203条の6

第1項に規定する公的年金等の支払者(以下

この条において「公的年金等支払者」とい

う。)から毎年最初に公的年金等の支払を受

ける日の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、市長

に提出しなければならない。 

(1)～(3) (略)  (1)～(3) (略)  

2～5 (略)   2～5 (略)   

附 則 附 則 

(納期限の延長に係る延滞金の特例) (納期限の延長に係る延滞金の特例) 

第4条 当分の間、日本銀行法(平成9年法律第 第4条 当分の間、日本銀行法(平成9年法律第



89号)第15条第1項(第1号に係る部分に限

る。)の規定により定められる商業手形の基

準割引率が年5.5パーセントを超えて定め

られる日からその後年5.5パーセント以下

に定められる日の前日までの期間(当該期

間内に前条第2項の規定により第52条第1項

に規定する延滞金の割合を前条第2項に規

定する加算した割合とする年に含まれる期

間がある場合には、当該期間を除く。以下

この項において「特例期間」という。)内(法

人税法第75条の2第1項(同法第144条の8に

おいて準用する場合を含む。)の規定により

延長された法第321条の8第1項に規定する

申告書の提出期限又は法人税法第81条の24

第1項の規定により延長された法第321条の

8第4項に規定する申告書の提出期限が当該

年5.5パーセント以下に定められる日以後

に到来することとなる市民税に係る申告基

準日が特例期間内に到来する場合における

当該市民税に係る第52条の規定による延滞

金にあっては、当該年5.5パーセントを超え

て定められる日から当該延長された申告書

の提出期限までの期間内)は、特例期間内に

その申告基準日の到来する市民税に係る第

52条第1項に規定する延滞金の年7.3パーセ

ントの割合は、これらの規定及び前条第2項

の規定にかかわらず、当該年7.3パーセント

の割合と当該申告基準日における当該商業

手形の基準割引率のうち年5.5パーセント

の割合を超える部分の割合を年0.25パーセ

ントの割合で除して得た数を年0.73パーセ

ントの割合に乗じて計算した割合とを合計

した割合(当該合計した割合が年12.775パ

ーセントの割合を超える場合には、年12.775

パーセントの割合)とする。 

89号)第15条第1項(第1号に係る部分に限

る。)の規定により定められる商業手形の基

準割引率が年5.5パーセントを超えて定め

られる日からその後年5.5パーセント以下

に定められる日の前日までの期間(当該期

間内に前条第2項の規定により第52条第1項

に規定する延滞金の割合を前条第2項に規

定する加算した割合とする年に含まれる期

間がある場合には、当該期間を除く。以下

この項において「特例期間」という。)内(法

人税法第75条の2第1項(同法第144条の8に

おいて準用する場合を含む。)の規定により

延長された法第321条の8第1項に規定する

申告書の提出期限           

                   

                が当該

年5.5パーセント以下に定められる日以後

に到来することとなる市民税に係る申告基

準日が特例期間内に到来する場合における

当該市民税に係る第52条の規定による延滞

金にあっては、当該年5.5パーセントを超え

て定められる日から当該延長された申告書

の提出期限までの期間内)は、特例期間内に

その申告基準日の到来する市民税に係る第

52条第1項に規定する延滞金の年7.3パーセ

ントの割合は、これらの規定及び前条第2項

の規定にかかわらず、当該年7.3パーセント

の割合と当該申告基準日における当該商業

手形の基準割引率のうち年5.5パーセント

の割合を超える部分の割合を年0.25パーセ

ントの割合で除して得た数を年0.73パーセ

ントの割合に乗じて計算した割合とを合計

した割合(当該合計した割合が年12.775パ

ーセントの割合を超える場合には、年12.775

パーセントの割合)とする。 

2 前項に規定する申告基準日とは、法人税額

の課税標準の算定期間又は法第321条の8第

4項に規定する連結法人税額の課税標準の

算定期間の末日後2月を経過した日の前日

(その日が民法第142条に規定する休日、土

曜日又は12月29日、同月30日若しくは同月 

31日に該当するときは、これらの日の翌日)

をいう。 

2 前項に規定する申告基準日とは、法人税額

の課税標準の算定期間         

                   

    の末日後2月を経過した日の前日

(その日が民法第142条に規定する休日、土

曜日又は12月29日、同月30日若しくは同月 

31日に該当するときは、これらの日の翌日)

をいう。 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場

合の医療費控除の特例) 

(特定一般用医薬品等購入費を支払った場

合の医療費控除の特例) 

第5条 平成30年度から令和4年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第4条の

第5条 平成30年度から令和9年度までの各年

度分の個人の市民税に限り、法附則第4条の



4第3項の規定に該当する場合における第35

条の2の規定による控除については、その者

の選択により、同条中「同条第1項」とある

のは「同条第1項(第2号を除く。)」と、「ま

で」とあるのは「まで並びに法附則第4条の

4第3項の規定により読み替えて適用される

法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用すること

ができる。 

4第3項の規定に該当する場合における第35

条の2の規定による控除については、その者

の選択により、同条中「同条第1項」とある

のは「同条第1項(第2号を除く。)」と、「ま

で」とあるのは「まで並びに法附則第4条の

4第3項の規定により読み替えて適用される

法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用すること

ができる。 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定め

る割合) 

第9条の2 (略) 第9条の2 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 法附則第15条第8項に規定する市町村の条

例で定める割合は、4分の3とする。 

 

4 法附則第15条第19項に規定する市町村の

条例で定める割合は、5分の3(都市再生特別

措置法(平成14年法律第22号)第2条第5項に

規定する特定都市再生緊急整備地域におけ

る法附則第15条第19項に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1)とする。 

3 法附則第15条第16項に規定する市町村の

条例で定める割合は、5分の3(都市再生特別

措置法(平成14年法律第22号)第2条第5項に

規定する特定都市再生緊急整備地域におけ

る法附則第15条第19項に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1)とする。 

5 法附則第15条第26項に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

4 法附則第15条第23項に規定する市町村の

条例で定める割合は、2分の1とする。 

6 法附則第15条第27項第1号に規定する市町

村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

5 法附則第15条第24項第1号に規定する市町

村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

7 法附則第15条第27項第2号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

6 法附則第15条第24項第2号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

8 法附則第15条第27項第3号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

7 法附則第15条第24項第3号に規定する市町

村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

9 法附則第15条第28項第1号に規定する市町

村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

8 法附則第15条第25項第1号に規定する市町

村の条例で定める割合は、3分の2とする。 

10 法附則第15条第28項第2号に規定する市

町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

9  法附則第15条第25項第2号に規定する市

町村の条例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第30項第1号イに規定する

設備について同号イに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第27項第1号イに規定する

設備について同号イに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第30項第1号ロに規定する

設備について同号ロに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第27項第1号ロに規定する

設備について同号ロに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第30項第1号ハに規定する

設備について同号ハに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第27項第1号ハに規定する

設備について同号ハに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

14 法附則第15条第30項第1号ニに規定する

設備について同号ニに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第27項第1号ニに規定する

設備について同号ニに規定する市町村の条

例で定める割合は、2分の1とする。 



15 法附則第15条第30項第2号イに規定する

設備について同号イに規定する市町村の条

例で定める割合は、12分の7とする。 

14 法附則第15条第27項第2号イに規定する

設備について同号イに規定する市町村の条

例で定める割合は、12分の7とする。 

16 法附則第15条第30項第2号ロに規定する

設備について同号ロに規定する市町村の条

例で定める割合は、12分の7とする。 

15 法附則第15条第27項第2号ロに規定する

設備について同号ロに規定する市町村の条

例で定める割合は、12分の7とする。 

17 法附則第15条第30項第2号ハに規定する

設備について同号ハに規定する市町村の条

例で定める割合は、12分の7とする。 

16 法附則第15条第27項第2号ハに規定する

設備について同号ハに規定する市町村の条

例で定める割合は、12分の7とする。 

18 法附則第15条第30項第3号イに規定する

設備について同号イに規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の1とする。 

17 法附則第15条第27項第3号イに規定する

設備について同号イに規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の1とする。 

19 法附則第15条第30項第3号ロに規定する

設備について同号ロに規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の1とする。 

18 法附則第15条第27項第3号ロに規定する

設備について同号ロに規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の1とする。 

20 法附則第15条第30項第3号ハに規定する

設備について同号ハに規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の1とする。 

19 法附則第15条第27項第3号ハに規定する

設備について同号ハに規定する市町村の条

例で定める割合は、3分の1とする。 

21 法附則第15条第34項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

20 法附則第15条第30項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

22 法附則第15条第38項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

21 法附則第15条第34項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

23 法附則第15条第39項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

22 法附則第15条第35項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

24 法附則第15条第41項に規定する市町村の

条例で定める割合は、0とする。 

 

25 法附則第15条第47項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

23 法附則第15条第42項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の2とする。 

 24 法附則第15条第46項に規定する市町村の

条例で定める割合は、3分の1とする。 

26・27 (略) 25・26 (略) 

宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)新旧対照表（第2条による改正関係） 

※この新旧対照表は、宝塚市市税条例(昭和29年条例第32号)に宝塚市市税条例等の一部を改正す

る条例(令和2年条例第23号)が溶け込んだものを現行とし、宝塚市市税条例に第2条の規定による

改正後の宝塚市市税条例等の一部を改正する条例が溶け込んだものを改正案として作成してい

ます。 

現行 改正案 

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の申告納付) 

第50条 (略) 第50条 (略) 

2～8 (略) 2～8 (略) 

9  法第321条の8第52項に規定する特定法人

である内国法人は、第1項の規定により、納

税申告書により行うこととされている法人

の市民税の申告については、同項の規定に

9 法第321条の8第60項に規定する特定法人

である内国法人は、第1項の規定により、納

税申告書により行うこととされている法人

の市民税の申告については、同項の規定に



かかわらず、同条第52項及び施行規則で定

めるところにより、納税申告書に記載すべ

きものとされている事項(次項及び第11項

において「申告書記載事項」という。)を、

法第762条第1号に規定する地方税関係手続

用電子情報処理組織を使用し、かつ、法第

761条に規定する地方税共同機構(第11項に

おいて「機構」という。)を経由して行う方

法により市長に提供することにより、行わ

なければならない。 

かかわらず、同条第60項及び施行規則で定

めるところにより、納税申告書に記載すべ

きものとされている事項(次項及び第11項

において「申告書記載事項」という。)を、

法第762条第1号に規定する地方税関係手続

用電子情報処理組織を使用し、かつ、法第

761条に規定する地方税共同機構(第11項に

おいて「機構」という。)を経由して行う方

法により市長に提供することにより、行わ

なければならない。 

10～14 (略)  10～14 (略)  

15 第12項前段の規定の適用を受けている内

国法人につき、法第321条の8第61項の処分

又は前項の届出書の提出があったときは、

これらの処分又は届出書の提出があった日

の翌日以後の第12項前段の期間内に行う第

9項の申告については、第12項前段の規定

は、適用しない。ただし、当該内国法人が、

同日以後新たに同項前段の承認を受けたと

きは、この限りでない。 

15 第12項前段の規定の適用を受けている内

国法人につき、法第321条の8第69項の処分

又は前項の届出書の提出があったときは、

これらの処分又は届出書の提出があった日

の翌日以後の第12項前段の期間内に行う第

9項の申告については、第12項前段の規定

は、適用しない。ただし、当該内国法人が、

同日以後新たに同項前段の承認を受けたと

きは、この限りでない。 

16 (略) 16 (略) 

(法人の市民税の不足税額の納付手続) (法人の市民税の不足税額の納付手続) 

第51条 (略) 第51条 (略) 

2・3 (略) 2・3 (略) 

4 第2項の場合において、納付すべき税額を

増加させる更正(これに類するものを含む。

以下この項において「増額更正」という。)

があったとき(当該増額更正に係る市民税

について法第321条の8第1項、第2項又は第

31項に規定する申告書(以下この項におい

て「当初申告書」という。)が提出されてお

り、かつ、当該当初申告書の提出により納

付すべき税額を減少させる更正(これに類

するものを含む。以下この項において「減

額更正」という。)があった後に、当該増額

更正があったときに限る。)は、当該増額更

正により納付すべき税額(当該当初申告書

に係る税額(還付金の額に相当する税額を

含む。)に達するまでの部分に相当する税額

に限る。)については、前項の規定にかかわ

らず、次に掲げる期間(偽りその他不正の行

為により市民税を免れた法人についてされ

た当該増額更正により納付すべき市民税又

は令第48条の15の5第4項に規定する市民税

にあっては、第1号に掲げる期間に限る。)

を延滞金の計算の基礎となる期間から控除

4 第2項の場合において、納付すべき税額を

増加させる更正(これに類するものを含む。

以下この項において「増額更正」という。)

があったとき(当該増額更正に係る市民税

について法第321条の8第1項、第2項又は第

31項に規定する申告書(以下この項におい

て「当初申告書」という。)が提出されてお

り、かつ、当該当初申告書の提出により納

付すべき税額を減少させる更正(これに類

するものを含む。以下この項において「減

額更正」という。)があった後に、当該増額

更正があったときに限る。)は、当該増額更

正により納付すべき税額(当該当初申告書

に係る税額(還付金の額に相当する税額を

含む。)に達するまでの部分に相当する税額

に限る。)については、前項の規定にかかわ

らず、次に掲げる期間(偽りその他不正の行

為により市民税を免れた法人についてされ

た当該増額更正により納付すべき市民税又

は令第48条の15の4第4項に規定する市民税

にあっては、第1号に掲げる期間に限る。)

を延滞金の計算の基礎となる期間から控除



する。 する。 

(1)・(2) (略) (1)・(2) (略) 

(法人の市民税に係る納期限の延長の場合

の延滞金) 

(法人の市民税に係る納期限の延長の場合

の延滞金) 

第52条 (略) 第52条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 第51条第4項の規定は、第1項の延滞金額に

ついて準用する。この場合において、同条

第4項中「前項の規定にかかわらず、次に掲

げる期間(偽りその他不正の行為により市

民税を免れた法人についてされた当該増額

更正により納付すべき市民税又は令第48条

の15の5第4項に規定する市民税にあって

は、第1号に掲げる期間に限る。)」とある

のは、「当該当初申告書の提出により納付

すべき税額の納付があった日(その日が第

52条第1項の法人税額の課税標準の算定期

間の末日の翌日以後2月を経過した日より

前である場合には、同日)から第52条第1項

の申告書の提出期限までの期間」と読み替

えるものとする。 

3 第51条第4項の規定は、第1項の延滞金額に

ついて準用する。この場合において、同条

第4項中「前項の規定にかかわらず、次に掲

げる期間(偽りその他不正の行為により市

民税を免れた法人についてされた当該増額

更正により納付すべき市民税又は令第48条

の15の4第4項に規定する市民税にあって

は、第1号に掲げる期間に限る。)」とある

のは、「当該当初申告書の提出により納付

すべき税額の納付があった日(その日が第

52条第1項の法人税額の課税標準の算定期

間の末日の翌日以後2月を経過した日より

前である場合には、同日)から第52条第1項

の申告書の提出期限までの期間」と読み替

えるものとする。 

 



宝塚市市税条例等の一部を改正する条例の概要 

 

令和３年度税制改正に伴い改正しようとするものです。 

 

固定資産税の税制改正 

 ◎ わがまち特例の追加 

○ 浸水被害対策のために整備される雨水貯留浸透施設に係る課税標準の特例措置の創設  

 浸水被害防止・軽減のため、特定都市河川浸水被害対策法

や下水道法に基づき、都道府県知事や市町村長等の認定を受

けて整備された雨水貯留浸透施設について、固定資産税の課 

   
市税条例 改正の概要 

附則第 9条の 2 
法律改正に 

あわせて改正   

 税標準を、価格に１／３を参酌して１／６以上１／２以下の範囲内において条例で定める割

合を乗じた額とすることとされた。本市では１／３を特例割合として乗じることとする。 

※施行日 特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律施行の日又は宝塚市市税

条例等の一部を改正する条例の施行の日のいずれか遅い日 

個人市民税の税制改正 
 ◎ 個人住民税の非課税限度額等における国外居住親族の取扱いの見直し 

 ○「扶養控除」について、その対象となる「扶養親族」から

30歳以上70歳未満の国外居住親族を原則として除くことと

された（令和２年度改正）ことに伴い、「個人住民税均等

割・所得割の非課税限度額」についても、その基準の判定 

 
市税条例 改正の概要 

第 25条 

法律改正に 

あわせて改正 

第 37条の 3の 3 

(附則第 4条の 3) 

附則第 5条   

 に用いる「扶養親族」の範囲について同様の取扱いとされた。 

※施行日 令和６年１月１日 

◎ セルフメディケーション税制の延長 

○ 令和 4年度までとされていたものを令和 9年度まで延長することとされた。 

※施行日 令和４年１月１日  
法人市民税の税制改正 
 ◎ 令和2年度税制改正で改正した通算法人の規定について項ずれの修正等所要の整備 

  第 2条による改正等 

※その他、法律改正にあわせた所要の整備。   


